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５-３ 実証実験結果の検証 

実証実験では舗装の劣化について加速度センサーを車両に取り付けて振動を検知し、

さらに多くの車両に取り付けることでビックデータとして実証した。一方、車両に取

り付けたドライブレコーダーカメラを用いて、舗装面のひび割れをＡＩで検知し、Ｇ

ＰＳで取得した位置情報で劣化箇所を明示する技術についても実験した。 

上記技術を本市で今年度実施している路面性状調査と照合し、先進技術の検証を行

った。 

 

① 評価数量 

 

表 5-7 評価数量 

振動検知結果 1,355 地点 

ＡＩ判読結果 554 地点 

路面性状解析結果 1,942 地点 

 

振動検知は本市の包括管理事業者の作業車等に取り付けたデータから振動を検知し

た箇所を抽出した。 

ＡＩ判読結果は本市の包括管理事業者の 1 台の車両に取り付けたデータからひび割

れ箇所を抽出した。 

 

② 路面性状調査解析結果 

 

表 5-8 解析結果毎の診断区分 

 ひび割れ率 わだち掘れ量 IRI 

診断区分Ⅰ 

（健全） 

0～20% 0～20mm 0～3mm/m 

1,702 区間 1,938 区間 249 区間 

診断区分Ⅱ 

（表層機能保持段階） 

20～40% 20～40mm 3～8mm/m 

194 区間 4区間 1,570 区間 

診断区分Ⅲ 

（修繕段階） 

40%～ 40mm～ 8mm/m～ 

46 区間 0区間 123 区間 

 

上記表より、路面性状調査で抽出された診断区分Ⅱ以上の区間について、実証実験

の結果で抽出されることが期待される。 

次頁以降で実証実験結果と路面性状調査結果の重ね合わせより検証を実施する。
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③ 分析結果（重ね合わせ図） 

 

図 5-37 振動検知位置と舗装劣化箇所（ＭＣＩ） 
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図 5-38 ＡＩ判読位置と舗装劣化箇所（ＭＣＩ） 
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図 5-39 振動検知位置と舗装劣化箇所（ＩＲＩ） 
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分析結果として、振動検知位置と路面性状調査におけるＭＣＩ（維持管理指数）と

の関係性はあまり見られなかったが、ＩＲＩとの関係性が高いことが示された。 

要因としてＭＣＩの算出方法に起因することが考えられる。ＭＣＩはひび割れ率、

わだち掘れ量、平坦性から算出し、舗装劣化の総合的な判定に用いられている。主に

ＭＣＩはひび割れ率が高いと低くなる（劣化が進行）傾向になりやすい。 

上記より振動検知と相関すると考えられる平坦性についても、ＭＣＩ算出において、

影響が少ない点を考慮する必要がある。 

振動検知ではＭＣＩと関係性は見られないものの、ＩＲＩ（国際ラフネス指数）と

呼ばれる乗り心地の指標に照らし合わせて追加で分析をした。 

結果として、ＩＲＩとの関係性は高く、ＩＲＩが高い箇所に対して振動検知位置が

反応していることが分かった。なお、ＩＲＩが算出されているにも関わらず、振動検

知位置が検出されていない区間については、該当箇所を通過したデータが不足してい

るため、検知しなかった可能性が高い。 

路面性状調査おけるＩＲＩと振動検知の双方が抽出されている箇所について、次の

とおり。 

 

 
図 5-40 ＩＲＩと振動探知双方の抽出箇所（その１） 

 

凡例
IRI 0～3㎜/m 診断区分Ⅰ（健全）

3～8㎜/m 診断区分Ⅱ（表層機能保持段階）

8㎜/m～ 診断区分Ⅲ（修繕段階）

振動検知位置

凡例

市道の武蔵台通りと都
道の府中街道の交差点
において、アンダーパ
ス部分の市道の劣化を
振動と検知している 
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図 5-41 ＩＲＩと振動探知双方の抽出箇所（その２） 

 

図 5-42 ＩＲＩと振動探知双方の抽出箇所（その３） 

凡例
IRI 0～3㎜/m 診断区分Ⅰ（健全）

3～8㎜/m 診断区分Ⅱ（表層機能保持段階）

8㎜/m～ 診断区分Ⅲ（修繕段階）

振動検知位置

凡例

凡例
IRI 0～3㎜/m 診断区分Ⅰ（健全）

3～8㎜/m 診断区分Ⅱ（表層機能保持段階）

8㎜/m～ 診断区分Ⅲ（修繕段階）

振動検知位置

凡例

市道の富士見通りと都
道の府中街道の交差点
において、跨線橋部分
の劣化を振動と検知し
ている 

市道の下川原通りにお
いて、連続的に発生し
ているＩＲＩについて
センサーでも振動と検
知している 
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図 5-43 ＩＲＩと振動探知双方の抽出箇所（その４） 

 

  

凡例
IRI 0～3㎜/m 診断区分Ⅰ（健全）

3～8㎜/m 診断区分Ⅱ（表層機能保持段階）

8㎜/m～ 診断区分Ⅲ（修繕段階）

振動検知位置

凡例

市道の六中通りにおい
て、連続的に発生して
いるＩＲＩについてセ
ンサーでも振動と検知
している 



124 

 

次にＡＩ判読位置と路面性状調査におけるＭＣＩ（維持管理指数）との関係性を検

証した。 

先述した通り、ＭＣＩはひび割れ率、わだち掘れ量、平坦性から算出し、舗装劣化の

総合的な判定に用いられている。主にＭＣＩはひび割れ率が高いと低くなる（劣化が

進行）傾向になりやすいことから、ひび割れ箇所をＡＩで判読する技術とは相関が高

いと考えられる。 

結論として、ＡＩで判読した箇所と路面性状調査のひび割れ率が高い箇所において、

傾向が高い箇所と低い箇所があることが判明した。 

傾向が高い箇所については、路面性状調査で取得した劣化箇所とＡＩで抽出した箇

所が共に劣化を示していることから、問題無い。 

一方、傾向が低い箇所については、ＡＩで判読した箇所に問題があることが判明し

た。それぞれのまとめを次に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-44 ＭＣＩとＡＩ判読双方の抽出結果 

七小通りは極端に劣化が進んで
いる区間は存在しないがひび割
れ率は１５%前後で推移している
区間が多く、ＡＩによる検出も
確認された 

ＡＩ検出画面 

市道の武蔵台通りと都
道の府中街道の交差点
において、アンダーパ
ス部分の市道の劣化を
ＡＩでも検知している 

ＡＩ検出画面 

凡例
MCI 0.0～3.0 早急な修繕区間の目安

3.1～4.0 修繕区間の目安

4.1～5.0 修繕が望ましい(次期修繕候補)目安

5.1～ 望ましい管理水準の目安

凡例

AI判読位置
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図 5-45 ＡＩ判読のみの抽出箇所（その１） 

 

 

図 5-46 ＡＩ判読のみの抽出箇所（その２） 

桜通りは路面性状調査では劣化
診断されていない箇所にも関わ
らず、ＡＩによる検出が確認さ
れた。写真を確認したところ、
雨上がりの乾ききらない舗装面
でひび割れと誤検知したと考え
られる。 

中央道側道では、路面性状調査で
は劣化診断されていない箇所に
も関わらず、ＡＩによる検出が確
認された。写真を確認したとこ
ろ、Ｌ字側溝と舗装面の境界部を
ひび割れと誤検知したと考えら
れる。 

凡例
MCI 0.0～3.0 早急な修繕区間の目安

3.1～4.0 修繕区間の目安

4.1～5.0 修繕が望ましい(次期修繕候補)目安

5.1～ 望ましい管理水準の目安

凡例

AI判読位置

凡例
MCI 0.0～3.0 早急な修繕区間の目安

3.1～4.0 修繕区間の目安

4.1～5.0 修繕が望ましい(次期修繕候補)目安

5.1～ 望ましい管理水準の目安

凡例

AI判読位置
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④ 分析結果まとめ 

 

振動検知とＡＩ判読を用いて、正解値である路面性状調査結果との突合を実施

した。結果として、振動検知は路面性状調査結果におけるＩＲＩと整合が高く、

調査結果でＩＲＩが高い箇所として示されている区間に対して、振動検知におい

ても検知している傾向が高かった。 

次にＡＩ判読については、実証実験中にドライブレコーダー型のカメラを装着

して走行している箇所が限定的であったため、市内を網羅していないため、路面

性状調査結果が存在していても、ＡＩ判読されていない区間があることから、単

純な比較はできないものの、傾向としてひび割れが顕著に存在している区間につ

いては、ＡＩ判読もされていることが分かった。 

一方、ＡＩ判読では雨上がりの路面の微細な濡れやＬ字側溝と舗装の境界をひ

び割れと誤検知する場面が存在していた。 

今後実装するにあたり、振動検知を長い期間実装し、ビックデータの特性を生

かし、誤差も含めたより高頻度でデータが取得できることで、劣化箇所（特にＩ

ＲＩ）が集約されることが考えられる。 
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６．自治体が共同するデータ管理を施行するための手順等検討 

６-１ 複数自治体によるデータ共同管理施行手順(全体) 

 

(現状) 

現状は、本市や三条市をモデルと想定して、手順を検討するものとする。本市や三条市で

は既に維持管理データをデータセンターに保管しており、必要に応じて自治体で閲覧、編集

等ができる状態である。 

 

(フェーズ１) 

次のステップであるフェーズ１については、今まで複数のデータセンターに跨って管理

していた維持管理データを１つのデータセンターに集約することで共用部分のコスト低減

や耐障害性、共通化により各々整備していた仕組みを集約することによるコスト低減が期待

できる。また、現状使用しているアプリケーションはそのまま利用できるという点で導入ハ

ードルが低いと想定される。 

 

(フェーズ２) 

フェーズ２については、複数の自治体が参加することにより、拡張ツール機能の利用や

利用機会の拡充、ツール開発費や利用料が分担できるなどの効果が期待できる。フェーズ１

同様、現状使用しているアプリケーションはそのまま利用できるが、拡張ツールを利用する

点や拡張ツールで得られた結果を維持管理データに反映する場合は各々のツールの改修が

必要となる。なお、拡張ツールとは、本検討の概要でも示したとおり、舗装の高次効率化を

目指すためのツールであり、舗装以外のツールの使用も想定している。本検討では、特に舗

装について拡張ツールの本格運用を見越した環境構築を検討した。 

 

(フェーズ３) 

フェーズ３は、今まで各自治体で使用しているアプリケーション内のＤＢも統一するも

のである。ＤＢの統一により、各々ＡＰＩで管理していたＤＢについて標準化インターフェ

イスを介して共通のＤＢとして蓄積する。これによりＡＰＩの開発・保守費を自治体間で分

担することに加え、新規自治体が参入しようとした際、１からＡＰＩやＤＢを構築する必要

が無く、導入のハードルが下がることが期待できる。 

 

これらのフェーズを進捗することで、導入費用の低減やデータ利用の高次効率化・拡充

化が図られることが期待できる。データ管理施行手順のイメージを次ページに示した。 

 

 

 



128 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状 フェーズ１ 

フェーズ２ 

フェーズ３ 

・統合によるデータセンター共用部分のコスト低減 

・耐障害性の向上と共通化によるコスト低減 

・拡張ツール機能の利用 

・ツール利用機会の拡充 

・開発費や利用料を自治 

体間で分担 

・API の開発・保守費を自 

治体間で分担 

・新規導入自治体の参入 

ハードルの低減 

フェーズの進捗に従い、導入費用の低減やデータ利用の高次効率化、利用機会の拡充化が図られる。 
他自治体やデータ管理事業者とデータの流れや利用方法を検討するとともに、具体的なデータを用いて拡張
ツールの利用状況を検証し、本取組が実践できる環境を構築することを目標とする。 

拡
張
ツ
ー
ル
と
は 

道路巡回時にカメラ

や段差検知器で、

ひび割れやポットホ

ールを AI 判定し、レ

ポートとして発生箇

所をまとめることが可

能なツール 

→維持管理業務の

効率化 

加速度センサーのデータ

から車両振動位置を探

知し、路面異常箇所を

効率的に推定することが

可能 

→効率的・効果的な補

修更新の実現 

衛星から照射され

るレーダを用いて、

時系列で人工構

造物の経年変位

計測。 

路面下空洞と地

盤変動の発生エリ

アに関連性が示唆

され、衛星情報か

ら対応エリアが絞り

込めると考えられる

→定期的なモニタ

リングの実現 

日付 2021/2/9

基本情報

地方整備局 事務所 出張所 路線番号 現旧新区分 距離標 緯度 経度

関東地方整備局 宇都宮国道事務所 国分寺出張所 4 新道 79.4 36.35229 139.83594

位置図

凡例 　　　検出位置

検出結果写真

写真番号 20210209_TS006_REC_114603_001387

凡例 ポットホール 亀甲ひび割れ

コメント

写真・位置図台帳

日付 2021/2/9

基本情報

地方整備局 事務所 出張所 路線番号 現旧新区分 距離標 緯度 経度

関東地方整備局 宇都宮国道事務所 国分寺出張所 4 新道 79.4 36.35419 139.83094

位置図

凡例 　　　検出位置

検出結果写真

写真番号 20210209_TS006_REC_114603_000477

凡例 ポットホール 亀甲ひび割れ

コメント

写真・位置図台帳

1

高画質映像を車載PCでAI解析

PH 再発把握
剥がれ 異常検出
補修跡 補修確認

※リアルタイムAI解析

地図/位置座標/KP位置

低画質映像を自動でクラウドにUL

AI

目標 

管理システム

D社データセンター

E社データセンター

F社データセンター

A県DB

B市DB

C市DB

パートナー企業
（データ管理事業者）

データ管理範囲

A県DB

B市DB

C市DB

クラウド内DBサービス

コンソーシアムによる
パートナー企業体形成
（データ管理事業者） データ

管理範囲

管理システム

A県DB

B市DB

C市DB

クラウド内DBサービス

コンソーシアムによる
パートナー企業体形成
（データ管理事業者）

データ
管理範囲

拡張ツール

管理システム

A県DB

B市DB

C市DB

クラウド内DBサービス

コンソーシアムによる
パートナー企業体形成
（データ管理事業者）

データ
管理範囲

拡張ツール

管理システム
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６-２ 複数自治体・民間データ管理事業者の連携方法 

 

① 複数自治体による連携 

 

複数自治体が共同でデータ管理やシステムの運用を円滑に実施するためには、自 

治体と民間事業者が連携する前に、自治体間でデータ管理手法やルール、サービス 

水準等の決定が必要である。 

     複数自治体の連携方法や取り決め内容を検討した。 

 

    複数自治体の連携手順 

1. 連携する自治体にむけて、サウンディングを実施する。サウンディングでは、

システム保守のタイミングや現在の民間データ管理事業者との契約期間等の

確認やクラウドで管理するデータについて調査する。検討してみたい効率化ツ

ールや技術についてもサウンディングを行う。 

2. サウンディングの結果を基に、実装の具体的スケジュールを調整する。 

3. サービス水準を定める。 

4. サービス水準を基に、クラウド事業者の選定を実施する。また、各自治体がパ

ートナー企業の選定や合意形成を実施する。 

5. セキュリティポリシー等への違反が発生しないか各自治体で確認し、アカウン

トやデータへのアクセス管理のルールを定める。 

6. 自治体がパートナー企業とＳＬＡを締結する。 

7. 個人情報の保護等、加工が必要なデータを加工する。 

8. 料金の分担方法など契約形態を取り決める。 
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表 6-1 ＳＬＡの設定項目一覧 

ＳＬＡ項目 求めるべきグレード 

サービス時間 ・市民向けサービスについては２４時間３６５日。 

・自治体職員向けサービスについては、開庁日時を基 

準に個別の事情に合わせて定める。 

・夜間バッチ処理に必要なサービス時間も定める。 

サービス稼働率 ・９９％～９９.５％程度を基本とする。 

ディザスタリカバリ方

法 

・広域災害を想定した遠隔地へのバックアップが行われ

ていること。 

・遠隔地のバックアップデータを用いた緊急対応の方法

が定められていること。 

障害発生時等に提供さ

れるバックアップ形式 

・ＥＵＣ(エンドユーザーコンピューティング)で利用可 

能なデータ形式でデータが提供されること。 

平均復旧時間 ・３時間程度を基本とする 

サービス提供状況の確

認方法 

・オンラインでリアルタイムにサービス稼働状況が確認

できること。 

・障害発生時には、自治体の管理者宛に電話やメール 

など複数手段で自動的に連絡すること。 

カスタマイズ性 ・簡易な帳票の変更が利用者側で可能なこと。 

・ＥＵＣで利用可能なデータ形式で出力可能なこと。 

同時接続利用者数 ・平常時に利用可能な同時接続利用者数を定めること。 

・特別な理由で同時接続利用者数が増えた場合に、一 

時的に増やす手段や手続きを定めること。 

データバックアップの

方法 

・バックアップの頻度、方法(フル、差分など)、保管媒

体、バックアップデータ形式を定めること。 

バックアップデータの

保管期間 

・バックアップの保管期間、保管する世代数、廃棄時 

の方法を定めること。 
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② 民間データ管理事業者による連携 

 

民間事業者がデータ管理する場合の管理方法は、次の２パターンである。 

 

パターン①：民間事業者１社がデータ管理事業者として代表でクラウド事業者と契約し、 

データ管理を行う。 

パターン②：複数の民間事業者がコンソーシアムを組み、クラウド事業者と契約し、 

データ管理を行う。 

 

 それぞれのパターンでデータ管理を行う場合の手順と課題を検討した。 

 

【パターン①】 

図 6-1 パターン①のデータ管理イメージ 

 

パターン①実施手順 

1. 自治体とパートナー企業が連携する。 

2. 自治体間でサービス水準やセキュリティ対策についてＳＬＡを作成し、パートナー企業

と締結する。 

3. パートナー企業はクラウド事業者と契約し、ＳＬＡをもとに、業務サービスを構築、管理

する。 

 

パターン①のメリットと課題 

・複数の民間事業者が連携するよりも、簡単に導入できると想定される。 

・民間事業者にとってもクラウド事業者との契約がスムーズにできる。 

・維持管理事業の委託先が異なる自治体同士はこの方法では共同管理できない。 

・１つの事業者がデータ管理を担うため、他の企業の参入機会が失われる。 

 

 

 

 

 

A県
システム A社

B市
システム

C市
システム

A県DB

B市DB

C市DB

クラウド内DBサービス

パートナー企業
（データ管理事業者）

データ
管理範囲

拡張ツール
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【パターン②】 

図 6-2 パターン②のデータ管理イメージ 

 

パターン②実施手順 

1. 複数自治体が連携し、それぞれの自治体と連携しているパートナー企業がコンソーシア

ムにより、企業体を形成する。 

2. 自治体はパートナー企業とのＳＬＡを締結する。 

3. パートナー企業は、自治体が要求するサービス水準やセキュリティ対策をとりまとめ、

企業間でも他自治体のデータは閲覧できないなどのセキュリティ対策についての取り決

めを行う。 

4. パートナー企業がクラウド事業者との契約形態を決定し、契約する。 

5. パートナー企業がＳＬＡや自治体の要求に基づき業務サービスを構築する。 

 

パターン②のメリットと課題 

・複数の企業に参入の機会がある。 

・パートナー企業が異なる自治体同士でもデータ共同管理が可能である。 

・パートナー企業にとって、コンソーシアムを組むことによるメリットがさほどないため、 

パートナー企業への参入意識の醸成が必要となる。 

・パターン①と比べると、時間を要する。 

・パートナー企業体とクラウド事業者間の契約形態の検討が必要となる。 

 

 

 

  

A県
システム

A社

B社

C社

B市
システム

C市
システム

A県DB

B市DB

C市DB

クラウド内DBサービス

コンソーシアムによる
パートナー企業体形成
（データ管理事業者）

データ
管理範囲

拡張ツール
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③ 国の事業との関連 

 国土交通省では、様々なデータの利活用を促進するため、ＤＲＭ-ＤＢや道路基盤値地図情

報等を基盤とし、構造物の諸元データや交通量等のリアルタイムデータを紐づけた３次元プ

ラットフォームの構築を考えている。プラットフォーム内では道路施策検討や現場管理等に

活用するとともに、ＡＰＩを公開し一部データを民間開放することによりオープンイノベー

ションを促進することが期待されている。 

 上記取組と本事業の考え方については重なる部分もあることから、連携できる部分は模索

する。ただし、参画の料金体系や対象範囲についてはこれから検討されるため、現時点の市

町村における道路維持管理レベルに合致した本取組の考えを引き続き、拡充させていく。ま

た本取組が今後の道路行政における多角的な取組の一つとして重要であると考えている。 

 

 

図 6-3 ｘROADについて 

出典：国土交通省ホームページ 
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図 6-4 道路施設の点検データベースの整備と新技術活用について 

出典：国土交通省ホームページ 

 

 
図 6-5 点検から修繕計画作成までの施設データベースの活用 

出典：国土交通省ホームページ 
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図 6-6 画像認識ＡＩについて 

出典：国土交通省ホームページ 

 

図 6-7 舗装データの活用事例 

出典：国土交通省ホームページ 
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図 6-8 道路施設点検データベースの整備及び管理運営 

出典：国土交通省ホームページ 

 

 

図 6-9 応募要件について 

出典：国土交通省ホームページ 



137 

 
図 6-10 公募の流れについて 

出典：国土交通省ホームページ 

 

 

図 6-11 審査基準(案)について 

出典：国土交通省ホームページ 
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図 6-12 審査結果(案)について 

出典：国土交通省ホームページ 

 

 

図 6-13 第３回道路技術懇談会における主な意見１ 

出典：国土交通省ホームページ 
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図 6-14 第３回道路技術懇談会における主な意見２ 

出典：国土交通省ホームページ 

 
図 6-15 第３回道路技術懇談会における主な意見３ 

出典：国土交通省ホームページ 
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図 6-16 第３回道路技術懇談会における主な意見４ 

出典：国土交通省ホームページ 
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図 6-17 第４回道路技術懇談会 結果 

出典：国土交通省ホームページ 
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７．データ共同管理の将来イメージ 

７-１ 連携モデルの提案 

 複数の自治体が連携して、民間事業者にデータ管理および包括管理等の維持管理業務を委

託するための連携モデルを作成した。自治体間の連携と各自治体の下で事業を実施する企業

間でコンソーシアムを結ぶことで、データ管理や拡張ツールの共有を図り、インフラの包括

管理の実現可能性を高める。令和６年度の次期道路等包括管理事業の開始に向けて、当連携

モデルの実装を目指す。連携モデルは、次のとおり。 

 

図 7-1 連携モデル 

 

図 7-2 拡張ツール例（参考：本市の取組み） 

拡張
ツール

連携

コンソーシアムによる
パートナー企業体形成（データ管理事業者）

A県道路包括管理JV等

B市道路包括管理JV等

先進的な道路管理実施企業

官民連携

官民連携

官民連携

連携

A県データベース

B市データベース

C市データベース

法定点検データ

道路占用データ

河川管理データ

法定点検データ

道路占用データ

公園管理データ

法定点検データ

道路台帳データ

管理システム

データ連携

衛星 SAR 解析結果から、路面下空
洞と地盤変動の発生エリアに関連性
が示唆され、衛星情報から対応エリア
が絞り込めると考えられる

加速度センサーのデータから車両
振動位置を探知し、路面異常箇所
を効率的に推定することが可能

AIで自動的に劣化箇所が抽出され
工事箇所選定の効率化につながる
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７-２ 道路データ管理のロードマップ 

 

本事業のほか、舗装管理やメンテナンス記録など現時点で想定している本市の道路管理

での取組予定は、次のとおり。 

 

【道路データ管理における取組】 

表 7-1 道路データ管理における取組一覧 

令和４年度 ・本調査の検討結果に基づき、複数自治体とのデータ共同運用の試行に向 

けて準備を進める。 

・同様に複数自治体とデータ管理事業者の連携に向け、サウンディングを 

実施する。 

・併せて、アベイラビリティ・ペイメント方式の適用について検討する。 

・引き続き、ＡＩ等による舗装劣化評価技術等について検討する。 

令和５年度 ・令和５年から令和６年にかけて、複数自治体によるデータやシステムの 

共同運用を導入し、データ管理事業者と連携する。 

・アベイラビリティ・ペイメント導入に向けた検討を実施する。 

・AI 舗装評価等の実証実験を実施する。 

令和６年度 ・アベイラビリティ・ペイメント方式を適用開始する。 

・ＡＩ舗装評価などを実装する。 

・連携モデルを実装する。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

包括管理事業 

 

    

道路データ管理 

 

 

 

 

 

 

    

道路管理調査 

 

    

公園・緑地等管理

調査 

    

メンテナンス記録     

公園・緑地等管理

事業 

    

図 7-3 データ共同管理のロードマップ 

 

本市全域３地区の道路等包括管理 

路面性状調査 道路巡回画像（映像）の取得 
舗装評価の試行 

次期道路等 
包括管理 

巡回画像の更新 

ｱﾍﾞｲﾗﾋﾞﾘﾃｨ・ﾍﾟｲﾒﾝﾄ

の適用の検討 
舗装評価の実装 

複数の自治体との

共同運用の検討 

連携可能自治体の 

追加調査 

連携モデル 

実装 

ＡＩによる舗装劣化評価の導入検討 

データ管理事業者 
との連携の検討 ｱﾍﾞｲﾗﾋﾞﾘﾃｨ・ 

ﾍﾟｲﾒﾝﾄの適用 

公園施設の調査 公園施設の調査 公園施設の調査 公園施設の調査 

過年度メンテナンス記録のデジタル化 
東地区・南西地区・北西地区メンテナンス記録 

指定管理者制度の導入検討 指定管理者制度の導入 

コンソーシアム参加

事業者の調査 

自治体・事業者への

サウンディング 

連携モデルの実証 

効果確認 

ｱﾍﾞｲﾗﾋﾞﾘﾃｨ・ﾍﾟｲﾒﾝ

ﾄの導入の検討 


